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Ⅰ 事業概要 

 

１ 事業名称 

 

二宮町（仮称）剪定枝資源化施設整備及び運営事業 

 

２ 事業予定地 

 

二宮町緑が丘１-12-２（二宮工業団地内） 

 

３ 事業期間 

事業期間は、次のとおりとする。 

（１） 本施設の設計・施工期間：特定事業契約締結から平成 27 年９月末まで 

（２） 本施設の運営期間：平成 27 年 10 月１日から平成 42 年９月末までの 15 年間 

 

４ 事業内容 

 

（１） 二宮町（以下、「町」という）、平塚市及び大磯町（以下、二宮町、平塚市及

び大磯町を総称して「１市２町」という。）の収集する一般廃棄物である剪定

枝（以下、「処理対象物」という。）をチップ化するものとする。（チップ化

された剪定枝を、以下「資源化物」という。）また、１市２町の地域内から発

生する事業系一般廃棄物である剪定枝の処理について、町の定める一定の条件

のもと、民間事業者の提案を認める。 

（２） 施設運転については、高い安全性、安定性及び省力化を図ることとする。 

（３） 効率的な運転が可能で、安全かつ快適な作業環境の整った施設とする。 

（４） 最新の技術を導入した施設とし、公害防止関係法令の規制基準を十分満足する

とともに周辺環境にも十分配慮する。 

（５） 設計・施工及び運転･維持管理を通して 20 年程度の施設稼働を目指す施設とす

る。 

（６） 資源化物の利活用を行う。ただし、やむを得ず利活用が不可能な場合には、一

定の条件のもと、町が引き取る。 

（７） 事業実施にあたっては、第五次二宮町総合計画と整合を図る。 
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Ⅱ 選定方法等 

 

１ 優先交渉権者選定の方法 

 

応募者の審査及び選定は、公平性、透明性の確保並びに民間事業者における町の意向の

理解促進、民間事業者の創意工夫発揮の観点から、「公募型プロポーザル方式」で行った。 

まず、資格審査として、応募者が募集要項に規定する事業に参加するに足る資格を有し

ていることを確認した。続いて形式審査として、応募者の提案内容が、本事業の目的を達

成し、技術的観点等から町が要求する性能要件を満足することが見込める内容であること

を確認した。最後に、非価格要素審査及び価格審査を実施し、総合評価を行った上で、優

先交渉権者を選定した。 

 

２ 選定委員会 

 

事業者選定にあたり、専門的知見に基づいた審査を実施するため、「二宮町廃棄物処理施

設整備運営事業者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）を設置した。 

委員会を構成する委員は、次のとおりとした。 

 

委 員 長 藤井 美文    文教大学国際学部 教授 

副委員長 丹生谷 美穂   渥美坂井法律事務所 弁護士 

委  員 橘川 清     平塚市環境部長 

委  員 仲手川 孝    大磯町産業環境部長 

委  員 長尾 秀美    二宮町町民生活部長 
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３ 優先交渉権者選定までの主な経緯 

 

優先交渉権者の選定は、図表１に示す日程に基づき実施した。 

 

図表１ 優先交渉権者選定までの主な経緯 

内容 日程 

第１回選定委員会 平成 25 年 ４月 15日 

実施方針の公表 平成 25 年 ４月 16日 

第２回選定委員会 平成 25 年 ６月 27日 

特定事業の選定 平成 25 年 ７月 ３日 

公告 平成 25 年 ７月 ５日 

募集要項（第１部）の公表 平成 25 年 ７月 ５日 

資格審査に関する質疑提出締切 平成 25 年 ７月 12日 

資格審査に関する質疑回答 平成 25 年 ７月 19日 

募集要項（第１部）に関する質疑提出締切 平成 25 年 ７月 19日 

資格審査申請書類の提出締切 平成 25 年 ７月 26日 

資格審査結果の送付 平成 25 年 ８月 ２日 

募集要項（第２部）の送付 平成 25 年 ８月 ２日 

募集要項（第１部）に関する質疑回答の送付 平成 25 年 ８月 ２日 

対話用資料提出締切 平成 25 年 ８月 16日 

募集要項（第２部）に関する質疑提出締切 平成 25 年 ８月 16日 

応募者との対話 平成 25 年 ８月 26日 

対話の追加質疑提出締切 平成 25 年 ９月 17日 

募集要項（第２部）に関する質疑回答の送付 平成 25 年 ９月 17日 

対話の追加質疑回答の送付 平成 25 年 ９月 24日 

第３回選定委員会 平成 25 年 10 月 11 日 

提案書類の提出締切 平成 25 年 10 月 16 日 

第４回選定委員会（非価格要素審査・価格審

査）及び優先交渉権者の選定 
平成 25 年 12 月 24 日 
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４ 優先交渉権者選定の流れ 

 

優先交渉権者選定の流れは、図表２のとおりとした。 

 

図表２ 優先交渉権者選定の流れ 

＜資格審査申請書類の提出＞

＜参加資格要件の確認＞

応募者の参加資格要件の確認

＜形式審査＞

要求水準書等に規定する各種性能要件を満足できるか否か等の確認

＜総合評価＞

非価格要素点と価格点の合計により評価

＜価格審査＞

提案価格が限度額の範囲内であるかを確認

「優先交渉権者選定基準」に基づいて価格点の算定

＜最終審査対象者へのヒアリング（予定）＞

提案内容についての確認

＜非価格要素審査＞

「優先交渉権者選定基準」に基づいて非価格要素点の算定

＜優先交渉権者の決定＞

＜提案書類の提出＞

資
格
審
査

本
審
査

失格

No

Yes

失格

No

失格
No

＜特定事業契約の締結＞

資格審査通過者との個別対話

＜資格審査結果の通知＞

＜募集要項の公表＞

・公募説明書・要求水準書等を公表

Yes

 

 

＜最終審査対象者へのヒアリング＞ 

公募説明書・要求水準書を公表 
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５ 審査及び選定の手順 

 

民間事業者の審査及び選定は以下に示す手順で行った。各段階の審査に関しては、２に

規定する選定委員会において審査及び評価を行い、その結果を受けて、二宮町が優先交渉

権者を決定した。 

 

（１）資格審査 

応募者の参加資格要件の確認は、提出された資格審査申請書類に対する書類審査により

行った。 

 

（２）対話の実施 

町は、以下の目的から、資格審査通過者と対話を実施した。 

 

①本事業の位置づけや町の意図の理解促進 

本事業は、「循環型社会の実現に貢献すべき事業」として実施され、以下に示すコンセ

プトを有するものである。そのため、応募者が町にとっての本事業の位置づけや特徴を

理解した上で、提案を作成できるよう、必要な情報を的確に伝えることを目的とした。 

（１） 環境や周辺地域への配慮 

（２） 受入れから有効利用までの全体システムの安定性 

（３） 経営・財務の安定性 

（４） 地元への貢献 

 

②要求水準未達の防止と創意工夫の発揮 

本事業は性能発注により行われるため、応募者に事業条件等を正しく伝えることがで

きない場合、民間事業者の提案内容が要求水準未達となる可能性があった。応募者と提

案内容に関する対話を行うことで、事業条件等に対する認識の齟齬を解消し、民間の創

意工夫を引き出しつつ、要求水準未達となる事態を回避することを目的とした。 

 

（３）本審査 

①形式審査 

形式審査は、資格審査通過者が提出した提案書類が要求水準書等に規定された性能要

件を満足するものであること等の審査を行った。 

 

ア 提案書類についての審査 

ｱ) 必要な書類が揃っているか 

ｲ) 書類間で整合しているか 

イ 提案と要求水準との適合性等の確認 
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ｱ) すべての業務について、要求水準を満たした提案がなされているか 

ｲ) すべての業務の要求水準及び契約条件を遵守する約束をしているか 

ｳ) 提案内容が、事業の継続性の面において妥当か 

 

これらを満たすことが確認された資格審査通過者に対して次段階の非価格要素審査及

び価格審査を実施した。 

 

②非価格要素審査 

①の形式審査を通過した応募者（以下「最終審査対象者」という。）を対象に、非価格

要素について審査し、非価格要素点を算定した。非価格要素点の配点は 70点（全体 100

点）とした。 

なお、審査にあたり、最終審査対象者へのヒアリングを実施した。また、最終審査対

象者の非価格要素提案に関する審査については、公平、透明性の観点から応募企業グル

ープ名及び関連する企業名は一切開示せず、提案を識別するために町が指定したグルー

プ名で分類した。 

 

ア 評価項目と配点 

評価項目と配点は図表３のとおりとした。 
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図表３ 非価格要素評価項目 

評価項目 評価の視点 配点 

環境や周辺

地域への配

慮 

周辺環境に配慮

した設計、レイア

ウト 

・景観に配慮した建物のデザイン 

・地域住民・周辺施設への配慮 

・緑化など周辺環境との調和 

等 

５ 

20 
公害防止の取り

組み 

・施工時の環境保全 

・運営時の環境保全、公害防止 

等 

10 

環境・循環型社会

への配慮 

・地球温暖化防止への配慮 

等 
５ 

受入から有

効利用まで

の全体シス

テムの安定

性 

利活用先の安定

性、確実性、開拓

能力 

・利活用先の数、処理能力 

・SPC と利活用先の協力体制 

・構成企業の利活用先等の開拓実績 

等 

20 

40 施設の運転・維持

管理の確実性 

・運転管理体制及び関連する人材教育 

・ライフサイクルでの最適化を実現する維持補

修計画 

・事業期間終了後の性能維持に向けた工夫 

・季節変動への対応方針 

等 

15 

モニタリング体

制 

・施設の運転・維持管理のモニタリング体制 

・利活用状況のモニタリング体制 

等 

５ 

経営・財務

の安定性 

SPC の経営・財務

の計画 

・収支計画 

・応募者等の構成と役割 

等 

15 

30 
SPC の経営・財務

のバックアップ

体制 

・リスク発生に備えた財務面の取り組み 

・SPC への人的、財務的な支援方策 

・支援方策の実効性 

等 

15 

地元への貢

献 

設計、建設におけ

る地元企業の活

用、地域住民の雇

用 

・地元企業の参画促進に向けた提案 

・地域住民の雇用への配慮は妥当な水準か 

・達成するための取り組みは具体的かつ妥当な

ものか 

等 

10 10 

合計 100 
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イ 点数化方法 

各最終審査対象者の提案内容について、各項目に関して図表４に示す「評価点の付

与の考え方」に基づいて評価を行い、評価点を算出した。 

 

図表４ 評価点の付与の考え方 

評価 判断基準 評価点の算出方法 

Ａ 高い効果が期待できる 配点×100％ 

Ｂ 効果が期待できる 配点× 75％ 

Ｃ 普通 配点× 50％ 

Ｄ やや不安な点がある 配点× 25％ 

Ｅ 不安がある 配点× ０％ 

 

 評価点を 0.7 倍し、70点満点とする。 

 

（例）Ｂ社の評価点が 87.5 点の場合 

 

Ｂ社の非価格要素点 ＝ 87.5 点 × 0.7 ＝ 61.25 点 

 

③価格審査 

各最終審査対象者の提案価格について、以下の算式に基づいて価格点を算出した。最

終的な点数は、全ての計算終了後に小数点以下第３位を四捨五入した値とした。 

 

（価格点） ＝ 全応募者中の最低提案価格 ÷ 各応募者の提案価格 × 30（点） 

 

（例）Ａ社提案価格 11億円（最低提案価格）、Ｂ社提案価格 13 億円の場合 

 

Ａ社の価格点 ＝ 11 億円 ÷ 11 億円 × 30（点） ＝ 30.00 点 

Ｂ社の価格点 ＝ 11 億円 ÷ 13 億円 × 30（点） ＝ 25.38 点 

 

④総合評価の算出方法 

限度額を超過していない最終審査対象者について、「価格点」と「非価格要素点」の合

計によって「総合評価点」を算出し、総合評価点が最も高いものを、優先交渉権者とし

た。 

 

総合評価点 ＝ 価格点 ＋ 非価格要素点 
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 総合評価点は 100 点を満点とした。 

 価格点と非価格要素点の比率は、30：70（価格点：非価格要素点）とした。 

 

（例）Ｂ社の価格点が 25.38 点、非価格要素点が 61.25 点の場合 

 

Ｂ社の総合評価点 ＝ 価格点 ＋ 非価格要素点 

＝ 25.38 点 ＋ 61.25 点 ＝ 86.63 点 
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Ⅲ 優先交渉権者選定の経緯と結果 

 

１ 資格審査 

 

平成 25 年７月 26 日に、募集要項第１部に従い、２グループから資格審査申請書及び参

加資格確認資料が提出された。 

審査の結果、以下の２グループについて参加資格を有することを確認した。 

各グループの構成は、図表５のとおりである。 
 

図表５ 資格審査申請を行ったグループ一覧 

代表企業 構成員（代表企業以外） 協力会社 

赤 
株式会社駿河サービス

工業 
富士鋼業株式会社 株式会社オサコー建設 

青 
株式会社市川環境エン

ジニアリング横浜支店 

新明和工業株式会社流体

事業部営業本部流体営業

部 

匠建設株式会社 

市川燃料チップ株式会社 

有限会社開成グリーンリサイクルセ

ンター 

※各グループは、図表の通り色名で表し審査を行った。 

 

２ 対話の実施 

 

 平成 25年８月 26日に、資格審査を通過した２グループに対し、町にとっての本事業の

位置づけや特徴を理解した上で提案を作成できるように、対話を実施した。 

 

３ 公募型プロポーザル 

 

平成 25 年 10 月 16 日に、資格審査を通過した２グループから提案書類の提出があった。 

 

①形式審査 

提出された提案書類について確認を行い、要求水準書等に規定された性能要件を満足

するものであることを確認した。 

 

 

②非価格要素審査 

平成 25 年 12 月 24 日に、最終審査対象者へのヒアリングを実施した。同日、第４回選

定委員会を開催し、非価格要素の各評価項目について、図表６のとおり、評価点を算定

した。
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図表６ 非価格要素評価項目 

評価項目 配点 
赤 青 

評価点 評価点 

環境や周

辺地域へ

の配慮 

周辺環境に配

慮した設計、

レイアウト 

５ 

20 

2.50 2.75 

公害防止の取

り組み 
10 5.50 6.00 

環境・循環型

社会への配慮 
５ 3.75 2.75 

受入から

有効利用

までの全

体システ

ムの安定

性 

利活用先の安

定性、確実性、

開拓能力 

20 

40 

14.00 15.00 

施設の運転・

維持管理の確

実性 

15 10.50 10.50 

モニタリング

体制 
５ 2.75 3.75 

経営・財務

の安定性 

SPC の経営・財

務の計画 
15 

30 

8.25 11.25 

SPC の経営・財

務のバックア

ップ体制 

15 8.25 9.75 

地元への

貢献 

設計、建設に

おける地元企

業の活用、地

域住民の雇用 

10 10 7.00 7.50 

合計  100 62.50 69.25 
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③価格審査 

  平成 25 年 12 月 24 日に、価格提案書を確認した。２グループとも提案価格（消費税及

び地方消費税の額は含まない）が限度額を超えていないことを確認した。 

  限度額は次のとおりとし、２グループの提案価格は、図表７のとおりである。 

 

        限度額 ： 1,190,500,000 円 

（施設整備費   ： 313,000,000 円） 

（運営費     ： 877,500,000 円） 

 

図表７ 提案価格 

代表企業 提案価格（円） 価格点 

株式会社駿河サービス工業 

1,180,805,000 

（施設整備費：305,460,000） 

（運営費  ：875,345,000） 

30.00 

株式会社市川環境エンジニア

リング横浜支店 

1,190,390,000 

（施設整備費：312,900,000） 

（運営費  ：877,490,000） 

29.76 

        

４ 総合評価点 

 価格点、非価格要素点をもとに総合評価点を算出した。 ２グループの点数は、図表８の

とおりである。 

図表８ 総合評価点 

代表企業 価 格 点 非価格要素点 総合評価点 

株式会社駿河サービス工業 30.00 43.75 73.75 

株式会社市川環境エンジニアリング

横浜支店 
29.76 48.48 78.24 

 

５ 優先交渉権者の選定 

 以上の審査結果より、株式会社市川環境エンジニアリング横浜支店を代表企業とする企

業グループを、優先交渉権者とし、株式会社駿河サービス工業を代表企業とするグループ

を次点として選定した。次点者とは、優先交渉権者との協議が不調に終わった場合に、契

約協議を行うものとする。 

 

６ 非価格要素提案にかかる審査講評 

 非価格要素の各評価項目について、２グループの提案内容に対する評価は図表９のとお

りである。 
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図表９ 非価格要素の審査結果 

評価項目 評 価 

周辺環境に配慮

した設計、レイ

アウト 

・両グループとも、地域住民や周辺環境への配慮等、要求水準書に記載の

内容は満たした提案であると評価した。 

・青グループの場内動線について、通学路に対する具体的な安全対策は評

価したが、搬入車輌と搬出車輌の輻輳による安全面での懸念がある。 

公害防止の取り

組み 

・両グループとも、施工時及び運営時の環境保全の取り組みについて、要

求水準書に記載の内容は満たした提案であると評価した。 

・施設運営に際し、自主基準値を設定し、要求水準書を上回る測定回数を

提案した青グループの提案内容を評価した。 

環境・循環型社

会への配慮 

・太陽光発電の設置容量について、両グループとも要求水準書以上の提案

であると評価した。 

・特に、赤グループについては、太陽光発電の設置容量が大きく提案され

ており、積極的な CO2削減への取り組みを評価した。 

利活用先の安定

性、確実性、開

拓能力 

・両グループとも、安定性、確実性を担保するために、実績に基づいた利

活用先の提案がなされていた点を評価した。 

施設の運転・維

持管理の確実性 

・両グループとも、実績に基づいた運転維持管理が提案されている点を評

価した。 

モニタリング体

制 

・両グループとも、モニタリングの実施内容等について、要求水準書に記

載の内容は満たした提案であると評価した。 

・青グループのモニタリングの客観性を確保するための提案を評価した。 

SPC の経営・財

務の計画 

・SPC の経営を安定化する方策等、両グループとも要求水準書に記載の内

容は満たした提案であると評価した。 

・赤グループについては、企業間のリスク分担の考え方等、提案の具体性

に欠けていたところがあった。 

SPC の経営・財

務のバックアッ

プ体制 

・両グループとも、SPC のリスク管理等について、要求水準書に記載の内

容は満たした提案であると評価した。 

・赤グループの提案は、リスク対応や付保内容等について具体的な記載が

不足していた。 

設計、建設にお

ける地元企業の

活用、地域住民

の雇用 

・両グループとも、地元企業との連携や、地域への貢献策等が具体的に提

案されている点を評価した。 
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Ⅳ 総評 

 

二宮町（仮称）剪定枝資源化施設整備及び運営事業の主たる目的は、広域処理を実施す

る平塚市、大磯町とともに、域内の資源化を促進するため、剪定枝を安全、安定的、経済

的かつ衛生的に処理するという廃棄物処理行政上の役割を果たすことである。 

一般廃棄物処理施設の運営コストは、経年ごとに増加する傾向があり、長期的な運営計

画の中でのコストダウンが重要視されている。一方で、我が国では、1999 年のいわゆる

PFI 法の施行以降、廃棄物処理事業においても既に多くの DBO 事業が実施されて、現場で

は数多くの議論が重ねられてきたところである。これにより我が国の廃棄物処理事業は、

そのあり方を大きく変え、地方公共団体の財政負担の縮減とサービスの質の向上を実現し

ており、今後は更なる改善への期待を指摘されている。 

本事業では、こうした過程の中で蓄積されてきた議論を踏まえつつ、更に検討を重ねて

きた結果、この度２つのグループから提案書類の提出を受けたが、既存建屋の有効活用や

資源化物の利活用等の点において、各グループの創意工夫が盛り込まれた提案内容であっ

た。  

選定委員会は、事業者選定基準に基づいて厳正かつ公正に審査を行い、株式会社市川環

境エンジニアリング横浜支店を代表企業とするグループを優先交渉権者として選定した。  

同グループは非価格要素提案において、積極的に具体的な提案を行い、本事業について

より深く検討を行ったものと評価した。 

 

しかし、株式会社市川環境エンジニアリング横浜支店を代表企業とするグループに対し

ては、全体として優れた提案であったものの、その提案内容に対し懸念が指摘された点も

あった。本事業を実施するにあたっては、特に以下の事項への対応と二宮町における本事

業の重要性を改めて理解した上で取り組んでもらいたい。 

 

（１） 施設整備及び運営にあたっては、法令等に適合した安全・安心な施設となるよう、

当局等との協議等を踏まえて適切に対応すること。 

（２） 安定的な施設運営が可能となるよう適正な人員配置や計画を行うこと。 

（３） 地域貢献に関して、提案された事項も含め、積極的に対応すること。 

（４） 安全性に十分配慮した動線計画を行うこと。（特に搬入車輌と搬出車輌の輻輳） 

（５） その他、最終ヒアリングで指摘された事項について、誠実に対応すること。 

 

最後に、提案内容が多岐にわたることから、提案書の作成において多大な労力及び費用

負担があったことが想定される。そのような中、提案をまとめた応募者の熱意に敬意を表

するとともに深く感謝する。 

 

以上 


